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　【研究上の特記事項】

　【教育上の特記事項】

　【社会的活動】

　【学内活動】（学内職歴を含む）

平　成　１８　年　度　　教　育　研　究　業　績　書

取得学位

関西社会学会、日本社会学会、日本都市社会学会、コミュニティ政策学会、
日本禁煙科学会

・地方分権型社会の創造と地域コミュニティの再生
・戦後日本上級官僚のライフコースと役割行動

1974年３月京都大学大学院文学研究科社会学専攻博士課程単位取得満期退学

文学修士

最終学歴

現在の専門分野

所属学会

研究課題

地域社会学、政治社会学

・平成１４～１７年度科学研究費補助金（基盤研究B）研究「ポスト福祉国家国家時代におけ
る多核心自立型地域社会システムの形成に関する基礎的研究」（研究代表者）の研究成果を報
告書にまとめて平成18年５月に刊行。　・平成7年度科学研究費補助金（一般研究C）「昭和期
日本における上級官僚のライフコースと役割行動」（研究代表者）と、平成10年～12年度科学
研究費補助金（基盤研究（C）(２)）「日本官僚制の連続と変化―昭和・平成期上級官僚のラ
イフコースと役割行動―」（研究代表者）の研究成果を元に、１８年度科学研究費補助金

・専門科目（講義）の授業におけるPPT活用の教育効果を調べるために、①簡単なレジュメの
みを配布した授業、②詳細なレジュメのみを配布した授業、③PPTとそれと同一のスライドレ
ジュメを配布した授業、④PPTとその内容の詳しいレジュメを配布した授業、⑤PPTとそれを補
完する資料を配付した授業を行い、それぞれについて、受講生の授業内容の理解度、授業内容
への関心喚起、自学習への意欲、PPT利用授業の希望等を項目とする授業評価アンケートを実
施した。その分析結果を、これからの自己の授業改善の指針としたいと考えている。

・日本禁煙科学会理事（2006年６月～）
・奈良市「夢・教育プラン」懇話会座長（2006年10月～2007年３月）

・奈良大学地域連携教育研究センター長（平成18年４月～）
・全学人事委員会委員（平成18年４月～）　　・とくとくJAPON顧問



① 日本官僚制の連
続と変化
①ライフコース
編

編著 1938年～1970年入省のキャ
リア官僚を対象に実施し
た、社会経済的出身背景、
入省～退官の職位異動、省
庁間異動、地方自治体出向
等を追跡した客観的経歴調
査、「公務員」としての役
割認知とアイデンティ
ティ、職業意識、政策過程
における政官関係、上級官
僚のリンケージ、中央ー地
方関係、「天下り」慣行
観、平成期行政改革観、戦
後日本官僚制評価等を調査
内容とする郵送質問紙調査
のデータに基づいて、戦後
昭和期・平成期上級官僚集
団の役割認知・行動の連続
性と変容を、彼らのキャリ
ア・パスとの関連において
追求した。全270頁。（著
者：中道實、青木康内容、
水垣源太郎、藤井和佐、小

② 日本官僚制の連
続と変化
②ライフヒスト
リー編

編著 昭和18年～昭和48年に入省
した４２名のライフヒスト
リーを口述生活史法によっ
て再構成し、上級官僚が自
己のキャリアをそれぞれの
置かれた状況の下で個性的
に意味づけながら受け止め
る過程に注目し、彼らの
キャリア目標、人生目標、
転機における状況、公務員
意識、世界観・価値観、ラ
イフコースを振り返っての
人生の再定義などの諸時限
によって、彼らの役割取得
過程、すなわち役割認知、
役割行動の変容と創出を追
求した。全798頁。（編集
責任者：中道實、青木康
容、大束貴生、杉本久未
子、瀧本佳史、武田佑佳、
藤井恭子、藤井和佐、藤岡
智子、藤本昌代、難波孝
志、平井順、水垣源太郎、
吉原千賀）「分担執筆」：
「本書の発行に際して―戦
後上級官僚のライフヒスト
リーの要約集を編む―」ⅰ
～ⅹⅵ頁。「分担編集」：
「谷敷寛」46～69頁。「旦
弘昌」114～132頁。「下浦
静平」190～203頁。「門田
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「米里恕」310～327頁。
「角井宏」（藤井恭子と共
同編集）328～352頁。「服
部経治」353～383頁。「本
郷英一」486～504頁。「大
島士郎」505～525頁。「小
野澤知之」557～593頁。
「山中昭栄」712～728頁。

① 戦後上級官僚の
行動様式と「政
官関係」の変容

単著

① ポスト福祉国家
時代における多
核心自立型地域
社会システムの
形成に関する基
礎的研究

編著 自治体議会議員・行政職
員、各種地域住民組織役職
者の、地方自治体および地
域社会に参与する諸アク
ターを対象に、全国の市町
村から標本抽出した143自
治体で質問紙調査を実施
し、その分析結果によっ
て、諸アクターのライフ
コースと役割認知・行動の
様態を明らかにし、地方自
治体の自己決定・自己責任
の在り方、地域社会の組織
化の可能性を、人材育成の
観点から探究した。全380
頁。(著者：中道實、小谷
良子、水垣源太郎、野田
隆、藤井恭子）分担執筆：
「はしがき」１～３頁。
「３　研究の目的と方法」
７～28頁。（水垣源太郎・
小谷良子と共著）
「４　パーソナル・ネット
ワークと生活展開志向にみ
る近隣自治的活動の展望」
29～46頁。（小谷良子と共
著）「５　自治体との協
働・依存関係意識にみる近
隣自治的活動の展望」47～
67頁。（小谷良子と共著）
「10　地方分権と自治体職
「11　地方議会議員の口述
生活史にみる役割意識と行
動」151～240頁。（4名のT
市市議会議員の生活史。市
議・小谷良子と共同編集・
制作）

・戦後上級官僚を対象に実施し
た郵送質問紙調査のデータを分
析して、彼らはほぼ一定のキャ
リア・パスの中で、組織に対す
る能動的な貢献意欲と管理エ
リート的「組織的人格」を発達
させていくこと、戦後復興・高
度成長期をリードした官僚か
ら、低成長移行後の「利益調整
型」官僚への「公共人」行動意
識の減退がみられること、戦後
期日本の政策過程で卓抜した影
響力を行使してきた上級官僚
は、政治家に権力が移行してい
く状況のなかで「政治的官僚」
化を志向していること、を明ら

（その他）

（学術論文）
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平成14年度～平成17
年度科学研究費補助
金（基盤研究(B)）研
究成果報告書（研究
代表者：中道實）

2006年5月


